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５．おわりに
要 旨
集積の経済は、輸送機会費用と相まって地域間に経済力の集中をもたらす大きな要因である。小川
（2008）では、地域経済活性化を図るため地方公共財の供給をおこなったとき、集積の経済と輸送機会
費用への影響を通してストロー効果が発生するケースについて、数値解析を中心に理論分析をおこなっ
た。本稿はこれを受けて、集積の経済が発生するメカニズムを検証しようとするもので、地域別資本ス
トック統計を作成し、山陽・四国地域の生産関数推計を中心に実証分析をおこなう。そこでは地域生産
関数は収穫逓減構造を持ち限界条件を満たす形をしていること、公的資本ストックとしての地方公共財
供給効果により生産関数は収穫逓減を保ったまま上方シフトすること、そしてシフトする生産フロンティ
アの上で各期実現されるデータの組み合わせをプロットすると収穫逓増構造を持つ長期生産関数が得ら
１．はじめに
地域間の経済格差が拡大している。地域間の人口推移でみると、経済規模の小さな地域から大規模
都市へ社会的人口移動が続き、地域・都市における過疎・過密問題が論じられて久しい。企業数や生
産・販売額等の推移で見ても、小規模地域から大規模地域へ経済力が集中する動きが持続しており、
こうした背景には、地域・都市経済に内在する「規模・集積の経済」のメカニズムと地域間の「輸送
機会費用」低下の相互作用が働いている。
「規模・集積の経済」の発生要因については、ある地域の企業・人口の集積密度が高くなると、生
産の分業・特化による効率化がすすみ、また需要の拡大と同時にその多様化ともあいまって市場が安
定し、新しい企業・産業の発生と雇用機会の増大を誘発する：その結果、経済規模の大きな地域・都
市は隣接する相対的に規模の小さな地域と比べて生産性が高く（平均費用が低く）、またその地域に
居住することによる利便性が大きくなり、その地域に企業及び人口がますます集中するメカニズムが
働くことによるものであると要約される。このように経済的に相互関係を持つ都市・地域の一方ある
いは双方がその地域構造の中に規模・集積の経済を持つ場合においては、地域間の立地選択競争を通
じて企業および家計がより大規模な地域に移動・集積し、さらに規模およびその格差が拡大するなど、
経済力の一極集中をもたらす潜在要因となる（Stigliz1977）。
こうした規模・集積の経済のメカニズムに加えて、地域間の「輸送機会費用」が変化することによ
り、集積の経済と輸送機会費用の相互作用によって地域・都市経済における企業・人口等の分散・集
中の動きが顕在化することになる。例えば工場を建設しようと計画している企業の立地選択ケースで
見れば、規模・集積の経済による生産面でのメリットが少しあっても、原材料・製品等の輸送機会費
用が高い場合には分散して操業したほうが輸送コストが安く効率的であるが、輸送機会費用が安くな
れば生産費用のウエイトが相対的に高くなり、工場を集中して規模・集積の経済を生かして平均生産
費用を低下させて一か所から配送したほうが全体的に効率的となる。すなわち輸送機会費用が高く規
模・集積の経済が小さい場合には地域間の経済力は分散し、逆に、輸送機会費用が低く規模・集積の
経済が大きい場合には一方の地域に集中する力が働くこととなる（Krugman1991）。
しかし地域経済モデルに直接、規模・集積経済のメカニズムを導入すると、理論分析面においては
各種困難な問題を引き起こすことになる。例えば地域間の経済関係は不安定化し、生産関数を通じた
最適化の限界条件は収穫逓増・平均費用低減となり、利潤最大あるいは費用最小の限界条件から最適
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れ、集積の経済が顕在化することを確かめる。こうした長期生産関数に現れる集積の経済とその地域差
から、地域間に経済力の集中をもたらす重要な要因であるストロー効果が発生することを明らかにした。
キーワード：地域生産関数、公的資本ストック、地方公共財、集積の経済、ストロー効果
解を求めることはできない。こうした問題を避けるためには、何らかの形で外生的に一括補助金を与
えるか、企業行動からセカンドベスト解を求め、別途求める最大化条件に代入する方法がとられるこ
とになる（藤田et.al.2000）。
こうしたケースに対して小川（2008）では、都市・地域における生産関数は収穫逓減の限界条件
を満たしているが、地方公共財供給等の地域開発効果により長期的に生産・輸送の構造が変化し、輸
送機会費用の低下をもたらすと同時に都市・地域生産関数が収穫逓減を保ちながら上方にシフトする
理論モデルを構築した。そしてシフトする生産関数の限界条件から求まる生産要素と生産の最適組み
合わせを結ぶことにより長期的に収穫逓増構造を持つ生産関係として規模・集積の経済が実現するケー
ス（図1）を取り上げ、数値解析により地域間の発展と集中の問題を論じた。
本稿では小川（2008）の理論モデルに対応する形で、実証面から地域経済における収穫逓増メカ
ニズムを検証しようとするものである。すなわち地域別統計を新たに作成して地域生産関数を計測し、
この生産関数が収穫逓減構造を保ちつつ地方公共財供給の効果波及にともないシフトすること、そし
てシフトした生産フロンティアの上で観測された実績値をプロットすることにより収穫逓増の構造を
持つ長期の生産関数が得られ、こうして顕在化した規模・集積の経済が地域間の経済力集中の大きな
要因であるストロー効果の発生をもたらすことを実証分析で明らかにする。
以下では、第2章で地域生産関数の識別性と集積の経済を中心にこれまでの研究を概観し、本稿
での分析のためのフレームワークを整理する。第3章では、実証分析のベースとなる地域別・時系
列統計を整備・作成する。第4章では、作成したデータを使って地域の生産関数を推計する。そし
て山陽（岡山・広島・山口）と四国（徳島・愛媛・香川・高知）地域に着目し、地方公共財供給とし
ての瀬戸大橋等の公的資本ストックの変化に伴う地域生産関数のシフトとそこから浮かび上がってく
る長期生産関数のパラメターの計測から集積の経済の存在を検証し、山陽・四国両地域経済の発展と
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図1：収穫逓減生産関数のシフトと規模・集積の経済
ストロー効果発生の可能性について論じる。
２．地域生産関数推計の先行研究
資本ストックが地域経済に及ぼす生産力効果を検証する作業はこれまでも各種おこなわれてきた。
特に1990年代にはこの分野に関する多くの文献をあげることができるが、そこでは生産関数を推計
することにより、民間資本および公的資本が地域経済に及ぼす効果についてその経済上の意味と統計
的有意性を中心に、分析がなされてきた。しかし公的資本ストックの供給効果が地域の生産に波及す
るタイム・ラグとそれに伴う生産関数のシフトなど、長期動学過程を中心とした地域間のパラメター
の格差と変化について取り扱われることは少なく、その結果、地域経済構造における規模・集積の経
済のメカニズムとそれが地域間経済に及ぼす影響が検証されることはなかった。以下ではまず先行研
究による知見を概観し、本稿での分析をおこなうために必要な理論的フレームワークを構築する。
 生産関数と集積の経済
地域のマクロ生産関数を経済理論に従ってY＝f（L,Kf,Kg）と表記する。ただし使用する統計は
すべて分析対象となる地域のY＝実質総生産、L＝就業者数、Kf＝実質民間資本ストック、Kg＝
実質公的資本ストックで、地域を示す添字は省略した（以下同じ）。ここで関数については単純化し
てコブ・ダグラス型の線形対数を想定すると、生産関数は以下の①式のように表わされる。
logY＝a0＋a1logL＋a2logKf＋a3logKg a1,a2,a3＞0 ①
「規模・集積の経済」については一般に、単一企業内の「規模の経済」と多数企業間の「集積の経済」
に区分され、後者はさらに「地域化経済」と「都市化経済」に区分され論じられることが多い
（O・Sulivan2000）。本稿ではこれらを統合要約して、地域・都市の経済規模が大きくなるにしたが
いその地域の生産性が上昇（平均費用が低下）する状況を「集積の経済」と呼ぶことにする。すなわ
ち生産関数でみれば、①式のパラメターがa1＋a2＋a3＞1の条件を満たすとき、この地域の生産関
数は収穫逓増を示すことになるが、このとき集積の経済が働いている状況と定義する。集積の経済を
このように単純化することにより、以下での議論の一般性を失うことはない。
集積の経済について、民間部門で一次同次：a1＋a2＝1を想定する場合には、公的資本ストックの
係数がa3＞0の値をとりlog（Y/L）＝a0＋a2log（Kf/L）＋a3logKgとあらわされる。なお全部門で
一次同次：a1＋a2＋a3＝1のとき、生産関数はlog（Y/L）＝a0＋a2log（Kf/L）＋a3log（Kg/L）と表
記される。a1＋a2＋a3＜1の場合は収穫逓減となり、限界条件の成立する通常の生産関数の形に帰着
する。
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 生産関数と識別性
地域生産関数のパラメター推計について、先行論文では当該地域の時系列データから接近する方式
と、複数時点における複数地域のパネル・データから求める2通りの方法がとられている。
時系列データから推計する方式として三井・井上（1992）では、理論から得られる各種生産関数
を用いて1960年度から1990年度に至る資本ストック統計から関数推計をおこない、生産活動に対
する民間資本ストックの弾力性が公的資本ストックのそれを上回っていることについて、統計的に有
意な結果を得ている。ただしここでの研究は、地域別関数の分析ではなく日本経済全体のマクロ生産
関数を対象とした推計であり、この場合には地域内の集積の経済は日本全体の中に統合される形で一
本の推計式に集約されてしまい、マクロ経済全体としては集積の経済は発生せず、①式のパラメター
でいえばa1＋a2＋a3＜1という経済理論の想定する収穫逓減法則と整合的な結論となっている。
一般に時系列データから静学的関係にある生産関数を推計する場合、生産関数は時間の経過に伴っ
て変化することはなく、説明変数が量的に変化するだけで目的変数との質的関係は不変であると想定
していることになる。しかし地方公共財供給をはじめ資本ストックの蓄積に伴う経済構造の変化もあ
り、長期においては説明変数との関係は変質することが予想される。この場合、各年度あるいはシフ
トする前後の各生産関数を識別することは難しく、外生変数を導入して識別性を高めようとするもの
の、計測結果は時間の経過とともに関数がシフトした上の実現値をなぞることになってしまう場合が
多い。このため地域分析における先行研究でも、地域生産関数を単純に地域の時系列データで長期推
計しているケースは少ない。
こうした時系列統計を使った場合の問題点を回避して地域生産関数を推計する研究として、浅子・
坂本（1993）によるパネル・データによる分析をあげることができる。パネル分析では与えられた
時点内において異なった地域のデータをプールして分析することになるが、そのとき地域間で生産関
数は同質であり、地域の差は各説明変数の量的な差にのみ起因し、個別の異質性・ダイナミズムは存
在しないという前提が置かれることになる。浅子・坂本（1993）では時系列・県別パネル統計から
地域生産関数を推計し、生産関数の型および推計手法の選択によらず公的（政府）資本の生産力効果
が有意に認められることを明らかにした。ただしデータの集計に当たっては1975年度から1985年
度の県別データをプールして一本の式で推計をおこなっており、10年という期間の長さとこの間に
おけるデータの変動幅を考えれば、この間の関数シフトを含め識別性についてなお問題を残している
と言えよう。
先行研究によればパネル分析による推計結果の特徴として、公的資本ストックのパラメターの弾力
性は一般に時系列分析で得られる弾力性値に比べて小さく計測されることが多い。このことは浅子・
坂本（1993）でも言及されているが、この原因としては地方公共財供給によるスピル・オーバー現
象が考えられるかもしれない。しかし例え投資効果が地域の範囲から漏れても、逆に隣接する他地域
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からの地方公共財供給によるスピル・オーバーも享受することになり、分析対象が充分広い地域をカ
バーしていれば、地域別投資あるいはスピル・オーバー率が地域間で著しく非対称的でない限り、こ
の観点からの説明には限界があるといえよう。むしろ時系列分析のパラメターには時間の経過に伴う
関数シフトが含まれており、このため結果的にパネル分析で得られた値は小さく計測される形となっ
ているものと考えられる。
 動学連立モデルと長期生産関数
パネル分析による生産関数推計では、公的資本ストックのパラメターが時系列分析より小さくでる
傾向のあることは触れたが、さらにケースによってはマイナスとなることが浅子・常木他（1994）
の研究でも明らかとなっている。これをそのまま解釈すれば、公共投資を実施すると地域生産が低下
することを意味し、クラウドアウトの発生を連想させる。地域生産で期待される公的資本ストックの
プラス効果を考えると、このことは一見奇異な印象を与える。しかし係数がマイナスとなる背景には、
地域経済における公的資本形成と生産との間に双方向からの因果関係が認められることが指摘されて
いる（Aschauer1989）。例えば地域経済活性化のため、財政面からの所得再分配効果を通じて公的
資本形成（地方公共財供給）による地域開発をおこなうことが政策手段としてとられることがある。
わが国ではこうした地域経済安定化政策がとられるケースが多く、生産の不振な地域を公的投資でテ
コ入れした時点で生産と公的資本ストックの関係を把握しようとした場合、因果関係が逆転した形で
生産に対する公的資本ストックの係数がマイナスとなる可能性が生じる。岩本・大内他（1996）で
はこれを「同時性」問題としてとらえて、パネル分析で公的（社会）資本に関する経済効果の計測方
法を論じているが、本稿では以下で公的資本ストックに着目し、その経済効果が波及する動学過程を
導入して時系列で考察する。
いま公的固定資本形成および公的資本ストックと地域生産の因果関係を線形式で単純化すると、以
下のようにあらわされる。すなわち地域の生産量をYとし、地域の公的固定資本形成をIgとすると、
地域生産が低下すると経済安定化対策として予算措置がとられ、その地域の次期の公共投資を増加さ
せる政策的な力が働く（逆は逆）。
Ig＝b0－b1Y－1 b0,b1＞0
ここで変数Yに付けた添字のマイナス１は政策決定ラグで、一期前の統計数値であることを意味す
る。ただし関係式全体における時間経過を示す添字の表記は省略した（以下同じ）。毎期の公的固定
資本形成Igは次期以降、公的資本ストックKgとして蓄積され、会計上の定義から次の関係式が得
られる。
Kg＝Ig＋（1－d）Kg－1 ただしd＝除却率（1＞d＞0）
ここで公的資本ストックの生産効果は、完成までの懐妊期間および生産に及ぼす質的差もあり、民間
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資本ストックより効果波及のタイム・ラグが長いと考えることができる。このため一般的に公的資本
ストックの生産力効果へのタイム・ラグをtとおく。すなわち公的資本ストックはt期後に地域の生
産に体化され、生産関数シフトの形で顕在化すると想定すると、地域の生産関数は次のようになる。
Y＝a0＋a1L＋a2Kf＋a3Kg－t a1,a2,a3＞0
以上の各式からIgを消去してKgに代入すると、動学過程を含んだ地域生産関数として
Y＝（a0＋a3b0）＋a1L＋a2Kf＋a3（1－d）Kg－t－1－a3b1Y－t－1 ②
が得られる。ここでさらに長期における定常状態（Y＝Y－t－1）を想定すると、上の②式は長期生産
関数として次の形に要約される。
Y＝（a0＋a3b0）/（1＋a3b1）＋a1/（1＋a3b1）L＋a2/（1＋a3b1）Kf＋a3（1－d）/（1＋a3b1）Kg－t－1③
なおここで長期関数とは、ミクロ費用関数におけるような短期関数の包絡線定理から導かれたもの
ではなく、地方公共財に代表される公的資本ストックをシフト・パラメターとし、地方公共財供給の
効果が動学的に波及して経済構造に体化されたのちの実現値をプロットした関係を、長期定常状態の
下で求めたものである。
以下では地域データを用いて実証分析をおこなうが、この章で見た生産関数についてパネル分析で
①を、時系列分析で②および③式をそれぞれ推計する。この準備のためまず次章では、資本ストック
を民間資本と公的資本に分け、県内総生産と就業者数も含めて県別・地域別の年度ベース時系列統計
を整理・作成する。
３．県別・地域別統計の推計
資本ストック統計について、地域別・時系列データは政府統計として公表されていない。このため
先行研究においても、それぞれ分析目的に応じてデータを作成して推計に用いてきた。しかしこれら
統計は5年間隔の推計であったり、推計時点の関係で最新統計が利用できないことなどのため、本
稿においても独自に資本ストック統計の整備・開発をおこなった。また先行研究においては、資本ス
トック統計を性質別（産業関連・生活関連など）に分類し、その地域経済に及ぼす効果・影響力を部
門別に推計するケースが多く、こうした分析ではデータの細分化は必要である。しかし本稿では地域
間のマクロ生産力格差の検証に重点を置く観点から、資本ストック統計について性質別に細分化する
ことはせず、民間資本および公的資本それぞれの県別・地域別ストック統計を作成し、各ストックの
トータルとしての変化が生産を通じて地域経済に及ぼす影響について分析する。
 民間資本ストック
全国ベースのマクロデータとしての民間資本ストックKfについては、新設投資額Ifおよび純除却
Dfとともに1965年度以降の年度データが内閣府（経済企画庁）から公表されている（資料1）。本
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稿ではこのうち全産業進捗ベースの統計を採用し、2000年基準値で実質化し、1980年度で接続し
て全国の長期時系列データを作成した。これら全国ベースのマクロ統計を地域別に展開するのは、以
下の方法によった。
地域別民間資本ストック統計は、各年の工業統計表において有形固定資産残高が都道府県別に公表
されており、浅子・坂本（1993）に倣ってこれを利用することもできる。しかし工業統計表の有形
固定資産残高は従業員10人未満が対象外であり、またサービス業等も含まれていないなどカバレッ
ジに問題もある。このため本稿では、昭和45年度国富調査をベースに作成された1965年度民間企
業資本ストック（資料1）から得られる全国ベースの一次・二次・三次産業別民間資本ストックのマ
クロ数値を利用し、1965年度産業別資本装備率は各県で大差ないものと想定して、同年度県内総生
産（資料2）の一次・二次・三次別の県別生産から算出された対全国比で按分する形で各県の産業別
資本ストックの積和を求め、1965年度における県別民間資本ストックの初期値（ベンチマーク）と
した。
民間設備投資の地域別統計としては、日本政策投資銀行（日本開発銀行）の県別アンケート調査
（資料3）を利用して、マクロデータの新設投資額（資料1）を県別に按分した。同アンケート調査
には、資本金1億円以上の大企業が対象であること、年ごとに回答会社数が異なること、また回答
額は名目値であることなど、利用にあたって留意すべき点があるが、ここでは同一対象年度における
カバレッジ・地域間の回答率および投資財価格には地域差が少ないものと想定し、各年度アンケート
の地域構成比で全国実質新設投資額を地域に按分して、地域別民間設備投資統計を作成した。また地
域別に見た機械・建物・構築物等の投資構成に大差はないところから、各県の設備除却額については
マクロベースの除却率（df＝Df/Kf－1）と同じ値を用いて算出した。
なお日本政策投資銀行（日本開発銀行）アンケート調査では、県別データは1988年度以降利用可
能であり、それ以前は地域ブロック別統計となる。従って本稿では、地域別データの計測にあたって
は以下で求める他の統計についても、全て同アンケートの地域区分に準拠して整備した。地域区分の
都道府県別明細については、付表1のとおりである。
以上から1965年度をベンチマークとして各年度の地域別設備投資と除却を用いて、1966年度以
降の地域別資本ストック統計を各県・地域ごとにKf＝If＋（1－df）Kf－1（地域・期間を示す添字は
省略）で計算して年度ベースの時系列データを求めた。作成された地域別民間資本ストック統計は付
表2に掲載したが、先行研究と比較すると、作成時点が異なっているため全国マクロベースの統計
に若干乖離が認められるが、比較可能な2000年度以前の各地域別構成比についてはほぼ同じ推移と
なっている。
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 公的資本ストック
全国マクロベースの公的資本ストック統計Kgは、経済企画庁「日本の社会資本」（資料4）の
p.208において1953年度から1993年度まで平成2年基準実質値で公表されている。これを利用し
て平成12基準の統計を求めることになるが、平成2年ベースと平成12年ベースの公的固定資本形
成のデフレーターがほとんど同水準・同方向の動きを示しているため、ここではそのまま平成12年
基準の値とみなし、同統計を利用した。また全国ベースの公的固定資本形成Igは国民経済計算（資
料5）の平成12年基準実質値を用い、以上から除却Dgについては計算式：Dg＝Ig＋Kg－1－Kg
（期間を示す添字は省略）により求めた。
公的資本ストックの県別展開は次の方法でおこなった。すなわち県別行政投資（資料6）の1955
年度から1965年度の県別累計を算出し、これを暫定的に県別公的資本ストックとみなし、この県別
構成比を用いて1965年度のマクロベースの公的資本ストックに乗じて按分して、1965年度の県別
公的資本ストックの初期値（ベンチマーク）とした。こうした県別公的資本ストックの算出方法は
1954年度以前の地域間公共投資の格差を無視するものであり、この問題点は伊多波・斎藤（1999）
でも指摘されている。しかし統計上の制約もあり、また財政統計の公共事業費（資料7）にも見るよ
うに昭和20年代の公共事業は30年代と比較するとウエイトが低いこともあり、ここでは昭和20年
代と30年代の地域開発公共投資の構成比は大差ないものと考え、簡便法として上記計算方法を採用
した。なお行政投資については名目値をそのまま用いて地域別構成比を求めたが、各年における投資
財デフレーターに地域差はないものとして、実質構成比の近似値として利用した。一方、各年の公的
固定資本形成についても、県別行政投資の各年別名目構成比で県別に按分した。また除却率（dg＝
Dg/Kg－1）については県別投資内容の構成比に大差はないものと想定し、各県共通で全国ベースの
除却率を利用した。
以上から、1965年度をベンチマークとし、各年度の公的固定資本形成と除却データを用いて1966
年度以降の地域別公的資本ストックの時系列を各県ごとに計算式：Kg＝Ig＋（1－dg）Kg－1（地域・
期間を示す添字は省略）で算出し、年度ベースの時系列統計を推計した。なお1994年度以降の公的
資本ストック統計については、1993年度の除却率がその後も変化しないものとして、県別の公的固
定資本形成の時系列データから次年度の県別公的資本ストックを計算して、最近期まで延長した。
作成された地域別公的資本ストック統計は付表3のとおりである。伊多波・斎藤（1999）や浜潟・
人見（2009）の先行研究と比較すると推計時点の差があること、さらに本推計では1994年度以降
はマクロ除却率を一定と仮定していることもあり、近年やや過大推計となっている懸念もあるが、比
較可能な地域別構成比はほぼ近い値で推移している。
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 稼働率修正総生産と就業者数
県内総生産（＝県内総支出）は1955年度以降名目値が年度ベースで公表されている（資料2）。
1990年度で接続して名目長期系列を作成し、県内総支出デフレーター（資料8）を用いて平成12
年ベースで実質化した。
生産関数を推計するにあたって、説明変数であるストック統計で目的変数であるフロー統計を説明
する関係から、潜在生産能力を計測する必要がある。このため実証分析にあたっては説明変数におけ
る設備稼働率を考慮しなければならず、現実のデータで生産関数を推計すると、設備ストックと産出
フローとの関連性の精度は低下することになる。稼働率の取扱いについては国則・高橋（1988）に
詳しく、同書に従いワートン法による稼働率計測もおこなったが、実際の生産関数推計にあたって単
純移動平均と比較してその結果に有意な差は認められなかった。このため本稿では、説明変数の資本
ストック・サイドで稼働率を調整する方法ではなく、目的変数の生産量について5年間の移動平均
をとることにより稼働率変化にともなう推計値の変動を除去する方法を採用した。図2にはこのう
ち山陽・四国地域の原系列実質総生産（実線）と移動平均による修正値（点線）が描かれており、以
下の実証分析に当たっては各地域ともこの移動平均による稼働率修正値を用いて生産関数を推計した。
なお県内就業者数については、内閣府（経済企画庁）統計として1975年度から年別・県別に発表
されている（資料9）。使用統計の中で利用できる期間数が最も短いため、本稿ではこれに合わせて
関数推計については1975年度からの年度データを使用して分析をおこなうこととした。
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図2：山陽・四国の地域総生産と稼働率による修正（単位10億円、2000年度基準実質値）
４．山陽・四国地域の実証分析
小川（2008）では、公的資本ストックとして地方公共財が供給され経済構造が変化したとき、地
域経済の間にどのような経済力が働くかについて、輸送機会費用の低下と地域生産関数のシフトを中
心に理論面から数値解析で検証をおこなった。そこでは海を挟んで対峙する規模・集積の経済が異な
る2地域をイメージした理論モデルを構築したが、本稿においても同様に両地域は経済的に密接な
相互関係を持っており、そこに地方公共財として両地域をつなぐ橋が建設され、生産構造と輸送機会
費用の変化を通じて経済効果が波及するケースを想定する。具体的には山陽（岡山・広島・山口）と
四国（徳島・香川・愛媛・高知）をとりあげ、両地域の生産構造を対比しながら、瀬戸大橋の建設
（地方公共財の供給）が地域経済に及ぼす経済効果について、地域生産関数の推計を中心に検討をお
こなう。
瀬戸大橋は2,000億円を投資して1988年に完成し、四国と本州が船舶の乗継なしでも結ばれるこ
とになった。これにより従来、本州・四国間はフェリーで1時間（宇野－松山）かかっていたが、
瀬戸大橋完成後はJRあるいは車で10分程度（児島－坂出北IC）で結ばれ、しかも天候に左右され
ることが少ないなど、交通時間短縮や確実性の向上からみた交通機会費用が減少し、地域活性化に寄
与することが期待された。瀬戸大橋の経済効果は四国・山陽にとどまらず関西・関東をも含めた日本
全体にも波及することが期待されるが、ここでは広範囲にわたってトータルな評価をすることよりも
四国・山陽地域に限定し、両地域への影響を地域生産関数のパラメターの差異とシフトを中心に実証
分析していくことにする。なお以下では、単純最小二乗法（OLS）による推計をおこない、一部、
時系列分析で系列相関の疑いがあるケースについて、コクラン・オーカット法による推計をおこなっ
た。
 生産関数推計と関数シフト
一般に生産要素と生産の実績値組み合わせから生産関数を推計するに当たっては、関数の識別性問
題に留意しなければならない。時系列データで推計するためには、時間の変化を表すシフト・パラメ
ターとともに「真の」生産関係を現出するために各種外生変数を導入する必要があるが、これら変数
を選択・作成することは難しく、単純にデータの相関関係だけに着目して計算してしまうと、推計結
果が「真の」生産関数を表さない式となってしまうことが懸念される。このため生産関数を識別する
ため便宜的に、分析期間を固定し、この時点における複数の地域間で生産関係は同質であるという仮
定を置き、パネル・データで推計する方法をとることが多い。この方法でも識別性を担保するために
迂遠な条件を置いていることに違いはないが、本稿では先行研究に倣い変数間にダイナミズムは存在
しないと想定して、まず地域別クロスセクション統計を用いて推計をおこなうこととする。
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地域生産関数をコブ・ダクラス型とし、公的資本ストックの波及効果を考慮しない静学的関係と想
定して、第2章で述べた①式logY＝a0＋a1logL＋a2logKf＋a3logKgで推計する。実証分析に当
たっては、パラメター間に制約条件を課した2つの定式化log（Y/L）＝a0＋a2log（Kf/L）＋a3logKg
およびlog（Y/L）＝a0＋a2log（Kf/L）＋a3log（Kg/L）による推計も試みたが、制約条件について有
意な結果を得られなかった。このため以下ではパラメターに制約のない一般的な形である①式につい
て、自然対数をベースとして推計した結果だけを示すことにする。
分析地域については、山陽・四国地域と同質の生産構造を持っている地域として西日本地域をグルー
プ化し、山陽・四国を含む西日本（関西・山陰・山陽・四国・九州）地域を対象とし、東海・北陸以
東および沖縄地域を除外した。その理由は、瀬戸大橋の波及効果が及ぶ範囲を限定することと同時に、
公的資本ストックの地域経済に与える影響が西日本とその他地域とでは異なっており、このため日本
の全地域を対象とすると有意な推計結果が得られないことによる。このことは吉野・中野（1996）
においても、社会資本の地域生産への寄与について近畿・中国・四国・九州では有意に求められてい
るものの、北海道・東北・関東では有意な結果が得られていないことが明らかにされており、本稿で
も分析にあたって異質な地域の混在を避けるためこの措置を取った。この結果、分析対象の地域数は
関西・山陰・山陽・四国・九州の5サンプルしかなく、このままクロスセクションで計測すると自
由度が小さくなるため、各推計年度を中心に3年間のデータをまとめて、この間は生産構造の変質
が少ないと想定してプーリング推計によるパネル分析を5年間隔でおこなった。この結果、自由度
は10前後と依然やや小さい結果となったが、分析間隔と地域区分からやむを得ないものとして推計
をおこなった。またこの地域グループの中では近畿と九州地域が、その経済規模の大きさと面的広が
りなどの点で異質な要因を内蔵しているところから、両地域の定数項にダミー変数を導入して一元配
置固定効果法で調整して推計した。なお分析に当たってはすべての変数を自然対数で変換して推計し
ているところから、各説明変数の係数は生産に対するそれぞれの弾力性を表している。
推計結果は表1のとおりで、各時点における説明変数の係数推計の統計的有意性および決定係数
は高いことが確かめられる。定数項を除く説明変数の係数の和であるa1＋a2＋a3の値はすべての期
間・推計式で1を下回って収穫逓減を示しており、地域生産関数に集積の経済は内在していないこ
とがわかる。また瀬戸大橋の完成と運用開始を含んだ1985年度から1990年度にかけて、山陽・四
国地域の期間の推移による生産関数シフトを判定するため、1985年度をベースに各説明変数のパラ
メターは共通としたときの1990年度への５年間のシフトを1990年度に定数項ダミー変数を導入し
て分析をおこなった。この結果、地域生産関数は時間の経過とともに有意に上方シフトしていること
が明らかとなった。
しかし表1では公的資本ストックの係数についてマイナスとなっているケースが多く、またt検定
5％有意でないパラメターもあるなど不安定な推計も一部見られる。これは因果関係の双方向性につ
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いてパネル分析におけるダイナミズムを無視した関係式の下で計測した結果、マイナスに出現したこ
とに起因するものと考えられる。このため説明変数から公的資本ストックを除外した説明変数の組み
合わせによる推計も同様に試みた。結果は表1の推計期別・各推計式のすぐ下の行に表示したとお
りで、公的資本ストックを除外した分析からは、すべての係数は経済理論に合致し統計的にも有意で
あり、地域生産関数として収穫逓減を示していることが注目される。
以上では地域区分によるデータに基づいて、山陽と四国地域が広く西日本地域として同質の経済構
造を持っていると想定して一本の生産関数で推計したが、両地域のパラメターの差をさらに詳しく見
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表1：地域別パネル・データ（自然対数）による西日本地域の生産関数とシフトの推計
推計期
（a0）
定数項
（a1）
L
（a2）
Kf
（a3）
Kg
定数項ダミー
R2
a1＋a2＋a3
収穫逓減近畿 九州 1990
1975 4.341174 0.449693 0.379814 －0.06795 0.539289 0.335121 0.999932 0.761557
（197577） 10.84274 7.731358 14.21375 －1.93402 13.88009 9.057782
4.013645 0.407017 0.371684 0.508015 0.316973 0.999903 0.778701
9.801312 6.700435 12.47846 12.7397 7.846708
1980 3.091399 0.536039 0.361879 －0.04691 0.386064 0.246277 00.99988 0.851005
（197981） 5.881464 7.947395 10.5793 －0.78193 8.210782 5.527494
2.805438 0.513734 0.35249 0.36465 0.229599 0.999872 0.866224
7.5798 8.573706 11.22541 9.731627 5.986918
1985 0.955576 0.261566 0.420141 0.268575 0.234749 0.140876 0.999951 0.950282
（198486） 2.535627 3.615687 23.29358 3.479701 10.945 6.816056
2.165265 0.491365 0.414064 0.281754 0.176603 0.999886 0.905429
10.24317 11.45267 15.87548 11.64073 6.776555
198590 2.376174 0.570751 0.42797 －0.09623 0.291559 0.175754 0.086426 0.999633 0.902487
（198491） 4.07534 6.031788 12.99772 －0.90811 8.253616 4.854811 3.55637
2.095205 0.444794 0.459429 0.307066 0.185802 0.051613 0.999565 0.904223
9.166534 9.062903 14.75563 11.35789 6.160907 4.024444
1990 3.042209 00.41445 0.572191 －0.14017 0.369713 0.265122 0.999981 0.846467
（198991） 14.12473 11.77566 38.31351 －3.77816 28.24525 18.64468
2.288452 0.311016 0.566511 0.344094 0.239082 0.99995 0.877526
18.48166 9.216957 24.99144 20.14526 12.59992
1995 2.617785 00.77096 0.375636 －0.22282 0.237736 0.120806 0.999965 0.923773
（199496） 10.03905 017.6933 16.58981 －5.37465 13.7191 6.593975
1.310446 0.611043 0.365795 0.191273 0.078334 0.999854 0.976838
7.164927 9.861596 8.327077 6.543101 2.434809
2000 01.72271 0.472133 0.520238 －0.06208 0.232006 0.154542 0.999985 0.930289
（199901） 9.087125 11.6749 22.93117 －2.12095 18.52459 10.79706
1.336544 0.412395 0.530627 0.223223 0.149357 0.999978 0.943021
21.78247 12.23189 20.61754 16.2551 9.115308
2005 3.509679 0.362159 0.72577 －0.27671 0.415884 0.337628 0.999928 0.811223
（200406） 5.549274 2.546867 9.982792 －2.94935 11.70963 8.378111
1.683649 0.016106 0.841721 0.407689 0.348299 0.999858 0.857827
9.798748 0.150704 10.34579 8.654899 6.522993
（各推計式2行の下段はt値）
るために県別クロスセクション・データを用いて、それぞれ山陽・四国地域の生産関数を計測して両
地域の比較をおこなった。すなわち瀬戸内海を挟んだ立地関係に着目して、山陽地域から岡山・広島
両県を、四国地域から香川・愛媛両県を選び、それぞれ2つの県は各地域内で同質の生産関数を有
しているものと想定してグループ化して、各地域のパラメターの推計をおこなった。推計にあたって
は、両地域それぞれ県の数は2つとサンプル数が少ないため、自由度を確保する観点から複数年度
のデータをプールして、この期間中は生産構造の変質が少ないと想定してパネル・データをセットし
た。県別データは1988年度以降しか利用ができないが、198893年度・199499年度・200006
年度の3期間の推計をおこなった。この結果、自由度は最大32を確保したが、分析目的によりプー
ル期間数の短い一部の推計では9とならざるをえなかった。
推計結果は表2のとおりで、すべての推計式で各説明変数の係数の和であるa1＋a2＋a3が1を下
回っており、両地域において県ベースで計測しても生産関数に集積の経済は見られないことが確かめ
られた。また地域別（表1）では分析できなかった山陽・四国地域の相違について表2から県ベース
の分析で見ると、山陽（岡山・広島）のパラメターの値が四国（香川・愛媛）の推計式の値を上回っ
ていることが注目される。ただし地域別と同様に県別分析でも、説明変数として公的資本ストック
Kgを導入するとその他の説明変数の係数の有意性を含めて各パラメターの推計精度が低下する傾向
にある。公的資本ストックの係数についてｔ検定で有意でないものが多いことに加えて、推計式によっ
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（各推計式2行の下段はt値）
表2：県別パネル・データ（自然対数）による山陽・四国地域の生産関数
地
域 推計期
（a0）
定数項
（a1）
L
（a2）
Kf
（a3）
Kg
定数項ダミー
R2
a1＋a2＋a3
収穫逓減199400 200106 広島
岡
山
・
広
島
198806 －0.65778 0.378157 0.530358 －0.11261 0.022545 0.102056 0.9962 0.795906
－2.42533 2.030586 8.921808 －2.69697 2.110961 1.436818
198800 1.508823 0.50102 0.571532 －0.12872 －0.01153 0.045372 0.998127 0.94383
0.627105 2.472637 5.477946 －1.60733 －1.07428 0.608718
199400 4.881225 0.297092 0.603246 －0.19574 0.133804 0.99991 0.704594
2.451743 2.171258 8.066795 －3.85586 2.276471
200106 0.397799 0.30133 0.677297 0.996623 0.978627
1.169359 2.574671 7.657379
香
川
・
愛
媛
198806 6.072205 0.22802 0.375645 0.009812 0.01777 －0.01277 0.992982 0.613477
16.85228 6.354253 7.41938 0.174108 1.67588 －0.727
198806 6.126247 0.22625 0.383467 0.018651 －0.01097 0.992975 0.609717
33.98182 6.673107 16.66787 2.025624 －0.7839
198800 6.199973 0.207508 0.388123 0.00669 0.015046 0.991368 0.602321
11.73827 4.602053 6.08483 0.090568 1.14047
199406 5.128642 0.417725 0.223573 0.062753 0.007509 0.996186 0.704052
9.595722 5.97425 1.978942 0.673063 0.982059
200106 6.522457 0.321727 0.488656 －0.20915 0.998602 0.601234
9.991917 5.268518 3.183506 －1.33706
ては係数の符号がプラス・マイナスと逆転しており、県ベースの公的資本ストックの静学的効果は地
域ベースと同様に不安定であることが窺われる。また19942000年度および20012006年度の定
数項にダミー変数を導入して1988年度以降の関数シフトを計測した結果もプラスに移動しているが、
一部t検定5％有意でない係数も見られた。なお公的資本ストックを除いた説明変数の組み合わせに
よる推計では、説明変数の係数の和は公的資本ストックを含めた推計と同様に、山陽2県から得ら
れた値が四国2県をグループ化した値を上回っているが、ともに1を下回っており、地域ベース・
県ベース共に両地域において、生産関数から集積の経済は見られないことがわかる。
 長期生産関数推計と集積の経済
以上、パネル分析による地域の生産関数は一般的に収穫逓減条件を満たしており、この意味では地
域経済に集積の経済が存在しないことを見た。しかし多くの時点で、公的資本ストックの係数がマイ
ナスを示しており、これは推計式の設定にあたって経済安定化政策としての公共投資のダイナミズム
を無視した結果と考えられる。このため次に1975年度から2006年度にわたる地域別の時系列デー
タを用いて、第2章（3）で検討した動学連立モデルをベースに、公的資本ストックの効果が体化され
シフトした生産フロンティアのもとで実現する生産要素と生産の組み合わせをプロットする形で、長
期生産関数を推計した。なお、推計結果の誤差項の系列相関についてはダービン・ワトソン比で判定
するのが一般的であるが、ここではラグ付き目的変数が説明変数に含まれている推計式のためダービ
ン・ワトソン比の検出力は低く、これに代わって「mテスト」をおこなった。この結果、誤差項に
系列相関がないことを否定できないため、コクラン・オーカット法による推計もおこなった。またデー
タには実質化を施してインフレによる上昇トレンドの除去はおこなったが、原データの定常化変換は
行っていない。このため「見せかけの回帰」も懸念されるが、本稿のようにストック統計を扱い、変
数間構造の経済的・技術的意味を論じる場合においては、統計理論と経済分析との兼ね合いから「や
むをえない」回帰と考え、経済分析の意味を優先させた。
推計結果は表3のとおりで、第2章の②式による定式化に基づく推計結果は表3の式番号②の行
に表示した。山陽・四国地域ともにY－4の係数はマイナス（ただし－1を下回らないため安定的）で
あり、その他説明変数の係数はプラスとなるなど、第2章の理論展開と合致した結果であると同時
に統計的にも有意な推計となっている。またコクラン・オーカット法で推計したパラメターの値およ
びその有意性は、誤差項の自己相関係数が小さいことからOLS推計値と大差なく、OLS推計で得ら
れた分析と同様の結果となっている。このことから公的資本ストックKgが長期的には地域経済に対
して安定化政策としての機能を有しており、またKgの添字－4から生産効果へのタイム・ラグは3
年（プラス政策認知ラグ1年）であることが推計された。同じく第2章で定常状態を想定した③の
定式化で推計した結果が表3の式番号③の行であり、パラメターはすべてt検定5％で有意な結果と
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なっている。なお両地域における②式の推計結果から長期均衡状態としてY＝Y－4と置いて求めら
れた計算結果（理論値）を表3の各地域・該当箇所の下に示したが、③式に基づき推計したパラメ
ターの値と近い結果となっていることがわかる。
表3の時系列分析から以下の経済的含意が明らかとなる。すなわち民間資本ストックのパラメー
タ（a2）の大きさは公的資本ストックのそれ（a3）を上回っており、民間資本の地域経済への影響力
が大きいが、このことは三井・井上（1992）による日本経済全体における分析でも確かめられてい
る結果とも整合的である。またすべての時点における地域生産関数の係数の値は、パネル分析で求め
た表2の推計結果より大きく、③式の長期生産関数における両地域の係数の和：a1＋a2＋a3は山陽
＝1.85、四国＝1.66と共に1を超えて収穫逓増を示している。しかも県ベースの分析と同様に、山
陽地域の係数の和が四国地域の値を上回っており、山陽地域の集積の経済が相対的に高いことが注目
される。
 地方公共財供給とストロー効果
以上の実証分析から、各推計時点における静学的な関係を前提としたパネル分析による推計では、
山陽・四国地域の生産関数は収穫逓減となっており、瀬戸大橋の完成前後では上方シフトしていたこ
とが検証された。このとき地域生産関数における公的資本ストックの係数は安定化政策の影響が強く
出てマイナスとなるケースも見られるが、公的資本ストック供給の効果を動学的枠組みで考察する時
系列分析で見ると、タイム・ラグを伴い地域経済に波及することによりその効果は有意にプラスとな
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（各推計式2行の下段はt値、自由度は②式が27、③式が28）
表3：時系列データ（自然対数）による山陽・四国地域の長期生産関数推計（1975年度－2006年度）
地域別 式番号
（a0）
定数項
（a1）
L
（a2）
Kf
（a3）
Kg－4 Y－4
R2
a1＋a2＋a3
収穫逓増
山陽 ② －12.6267 1.559788 0.985662 0.094569 －0.76481 0.993259
－4.6227 7.633106 7.408983 3.036163 －4.81472
コクラン・オーカット法 －11.1261 1.383182 0.598325 0.162748 －0.35888 0.973824
－2.41725 3.919269 4.105735 2.460303 －2.09856
③ －12.1533 1.337598 0.401578 0.113198 0.987471 1.852374
－3.32575 5.01921 5.493194 2.735903
（理論値） －7.1547 0.883826 0.558508 0.053586 1.49592
四国 ② －6.95707 1.214756 0.530914 0.086885 －0.29626 0.996351
－3.83726 10.53841 10.44502 3.747971 －2.9633
コクラン・オーカット法 －8.3689 1.297159 0.488341 0.112536 －0.26555 0.995642
－4.29539 10.27387 9.390912 4.080843 －2.67474
③ －8.98352 1.200563 0.402928 0.061837 0.995164 1.665328
－4.7328 9.221421 13.30009 2.534134
（理論値） －5.36704 0.937126 0.409575 0.067028 1.413729
ることが確かめられた。この関係は、公的資本である地方公共財供給の効果波及によりシフトした生
産フロンティアの上で実現された生産要素と生産の実績値の組み合わせをつなぐ形で長期生産関数と
して推計され、経済ダイナミズムを導入したときの各説明変数の係数の和が静学的地域生産関数のそ
れを上回り収穫逓増となり、山陽地域に四国地域を上回る集積の経済が生じていることがわかった。
小川（2008）の理論モデルでは、輸送機会費用低下がビルトインされているモデルにおいて、地
域生産関数は収穫逓減構造を持っているが、地方公共財供給により関数がシフトして収穫逓増が顕在
化し、相対的に集積の経済が大きな地域に一極集中をもたらすストロー効果が数値解析で示された。
これを山陽・四国両地域の生産構造と重ねて見ると、輸送関連の地方公共財供給のケースである瀬戸
大橋開通により輸送機会費用の低下をもたらすが、このとき両地域とも収穫逓減の生産関数を保ちな
がら地方公共財供給の長期効果のダイナミズムにより収穫逓増構造を持つに至ること、さらに山陽地
域は四国地域を上回る集積の経済を実現していることがわかった。理論と実証との関連で考えれば、
地方公共財供給により輸送機会費用の低下が両地域に同様に生じていることを考えれば、生産関数で
みた集積の経済がより強く働くようになることが予想され、この結果、集積の経済が相対的に大きい
山陽地域に経済活動が一極集中する潜在的な力は大きくなる。これまでは通行料金が高く通行量が少
ないことから輸送機会費用の低下があまり顕在化しなかったが、今後交通量が増大するに従い瀬戸大
橋の効果は地域経済へさらに波及することが期待され、長期的には両地域の間にストロー効果が発生
し、集積の経済の相対的に大きい山陽地域に一極集中する経済的な力が働くことが推測される。
５．おわりに
本稿では、地域生産関数を中心に地域間に働く集積の経済とそれに伴うストロー効果発生のメカニ
ズムについて実証分析から見てきた。地域生産関数についてはパネル・データと時系列データで推計
を行った。静学的に見た地域生産関数には集積の経済がなくても、公的資本ストックの効果波及に伴
い動学過程を経て生産関数がシフトすること、そしてシフトする生産フロンティアの上での実績値を
プロットすることにより、長期生産関数として集積の経済が顕在化し、ストロー効果の発生につなが
ることが確かめられた。
生産関数における資本ストックの働きは、山陽・四国地域以外でも同様に見ることができる。今回、
山陽・四国地域を分析するにあたって説明を省略した東日本（北海道・東北・北関東甲信・首都圏・
北陸・東海）地域についても、同様の推計をおこなった。このとき首都圏については規模・集積の経
済が大きく、これを東日本に含めて地域分析をおこなうと全体でも収穫逓増を示す結果となった。首
都圏は他地域と比べると質的・量的に異質なため、首都圏を異常値として除外してパネル分析をおこ
なった。推計結果は付表4に掲載したが、係数およびその変化は西日本と同じ傾向で、静学的関係
で見た推計では説明変数のパラメターの和が1を下回り収穫逓減構造を示していること、時間の経
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過とともに地域生産関数は上方シフトしていること、また公的資本ストックの係数がマイナスとなっ
ていることがわかった。時系列分析による長期生産関数の推計結果については、その一部を付表5
に示したが、長期においても集積の経済を示さない地域もみられる。またt検定が有意でないケース
も多く、今後さらに詳しい分析が必要である。
今回の推計に当たっては、生産関数の識別性について地域間の同質性に先験的条件を課したうえで
の分析をおこなっており、なお理論と実証のギャップは大きいといえよう。定性的にはストロー効果
が発生するメカニズムについて、生産関数のシフトと長期動学過程による収穫逓増の顕在化から接近
することができたが、輸送機会費用を経済モデルに明示的に導入して計測することをしていないため、
自己完結的にモデルの中で確定的な定量分析を得られるには至っておらず、今なお結論が外生変数に
依存する度合いが高い部分を残している。
またデータ作成面においても、先行研究の検討でも見たとおり、生産関数の弾力性の分析をおこな
うに当たっては公的資本の性質を区分して推計すべきであろう。今回は小川2008年論文の理論展開
をマクロ経済の側面から実証分析で補完・補足しようとする目的から、あえて総額で推計した。民間
資本ストックについても産業ごとに全国ベースのデータはあり、たとえば1次・2次・3次産業に区
分して地域の産業構造を分析するのが望ましいところではあるが、一方だけを細かくしてもというバ
ランス感もあり、ともに総額で推計をおこなった。
今後に残された課題としては、理論モデルにおける輸送機会費用の内生化への取り組みとともに、
生産関数の識別性をはじめ長期生産関数の推計とストロー効果の計測について、さらに一般的な結論
が得られるよう、説明変数の追加・資本ストック統計におけるより詳細な区分といったデータ開発も
含めて、分析の精度向上を図る必要が大きいと言えよう。
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付表1：地域区分
地域 都 道 府 県
北 海 道 北海道
東 北 青 森 岩 手 宮 城 秋 田 山 形 福 島 新 潟
関東甲信 茨 城 栃 木 群 馬 山 梨 長 野
首 都 圏 埼 玉 千 葉 東 京 神奈川
北 陸 富 山 石 川 福 井
東 海 岐 阜 静 岡 愛 知 三 重
関 西 滋 賀 京 都 大 阪 兵 庫 奈 良 和歌山
山 陰 鳥 取 島 根
山 陽 岡 山 広 島 山 口
四 国 香 川 愛 媛 徳 島 高 知
九 州 福 岡 佐 賀 長 崎 熊 本 大 分 宮 崎 鹿児島
沖 縄 沖 縄
付表2：地域別民間資本ストックの推計（単位10億円、2000年基準実質）
年度 全国 北海道 東北 関東甲信 首都圏 北陸 東海 関西 山陰 山陽 四国 九州 沖縄
1965 87,155 3,713 7,763 6,242 23,758 2,159 10,886 15,943 851 5,075 2,894 7,570 302
1966 96,412 3,939 8,037 6,425 27,156 3,714 10,721 18,116 851 6,047 3,073 8,044 288
1967 109,083 4,187 8,458 6,778 31,750 5,833 10,717 20,735 862 7,400 3,403 8,683 276
1968 124,474 4,523 8,955 7,363 37,169 8,499 10,718 23,808 889 9,099 3,732 9,456 264
1969 143,502 4,971 9,536 8,402 43,786 11,630 10,712 27,487 940 11,237 4,177 10,376 248
1970 166,119 5,450 10,490 9,965 51,050 15,514 10,982 31,552 1,001 13,478 4,708 11,692 236
1971 186,608 5,901 11,421 11,131 58,481 18,253 11,200 34,898 1,061 15,536 5,281 13,213 232
1972 208,659 6,434 12,478 12,644 66,155 20,987 11,768 38,838 1,113 17,413 5,716 14,871 243
1973 231,345 7,011 13,606 14,130 73,930 24,168 12,194 42,768 1,143 19,282 6,514 16,272 326
1974 251,786 7,553 14,949 15,700 80,032 26,967 12,665 45,917 1,176 21,216 7,158 18,070 384
1975 272,578 8,327 16,229 17,084 86,721 29,365 13,202 48,717 1,203 23,171 7,835 20,283 440
1976 291,377 8,719 17,440 18,251 93,975 31,418 13,559 51,238 1,258 23,993 8,237 22,798 489
1977 309,128 9,424 18,723 19,659 100,011 34,032 14,273 53,598 1,343 24,648 8,668 24,186 565
1978 328,288 10,154 20,590 20,862 107,001 36,572 15,136 55,978 1,452 25,430 9,046 25,388 680
1979 349,501 10,940 22,380 22,124 115,033 39,502 15,744 58,601 1,600 26,203 9,650 26,910 814
1980 380,089 11,860 25,028 24,250 125,425 43,760 16,797 62,993 1,818 27,898 10,340 29,029 890
1981 403,111 12,543 27,259 25,621 133,756 46,982 17,308 66,270 2,060 29,087 10,741 30,502 981
1982 424,577 13,049 29,457 26,863 142,120 49,536 18,112 69,224 2,231 29,841 11,182 31,870 1,094
1983 443,819 13,431 31,585 28,197 149,951 51,243 18,918 72,205 2,384 30,500 11,431 32,815 1,159
1984 468,066 13,683 33,395 29,509 162,374 53,385 19,783 75,085 2,657 31,186 11,743 34,060 1,205
1985 520,870 14,811 36,210 32,615 185,489 59,631 21,462 83,025 3,049 33,718 12,613 36,967 1,281
1986 551,025 15,179 37,221 33,957 200,891 63,536 22,354 87,545 3,349 34,643 12,914 38,141 1,296
1987 592,076 16,204 39,713 36,031 215,820 69,857 23,440 95,342 3,737 36,273 13,671 40,586 1,402
1988 628,465 17,274 41,836 37,915 226,867 76,586 25,058 99,975 4,203 38,298 15,102 43,912 1,440
1989 673,343 18,571 44,541 40,734 240,646 84,729 26,861 106,213 4,449 40,874 16,814 47,389 1,523
1990 722,964 19,742 47,850 44,208 256,329 93,627 28,529 112,861 4,776 44,117 18,569 50,741 1,614
1991 782,440 21,082 52,186 48,337 276,456 102,918 30,421 121,096 5,114 47,630 20,225 55,170 1,805
1992 823,537 22,131 56,106 50,937 289,515 108,121 31,472 127,573 5,316 50,245 21,391 58,702 2,029
1993 854,870 23,077 59,334 52,571 299,548 111,805 32,069 132,738 5,525 52,152 22,291 61,591 2,169
1994 886,203 24,175 63,040 54,394 308,895 115,876 32,837 137,546 5,842 53,510 23,151 64,665 2,271
1995 916,157 25,301 66,369 56,012 316,916 120,197 33,818 142,155 6,437 54,863 24,031 67,738 2,320
1996 947,238 26,404 69,605 57,792 326,158 124,381 34,759 146,574 7,162 56,458 25,313 70,268 2,364
1997 979,484 27,289 72,551 60,099 336,318 128,841 35,694 150,689 7,878 57,932 26,787 73,010 2,396
1998 1,004,472 27,929 74,447 61,698 344,449 132,545 36,383 154,261 8,134 59,202 28,072 74,891 2,461
1999 1,026,004 28,681 76,773 63,256 351,011 135,941 37,295 156,179 8,261 60,120 29,014 76,875 2,596
2000 1,051,229 29,510 79,693 64,906 359,195 139,828 38,252 158,515 8,539 61,011 30,119 78,978 2,682
2001 1,068,619 30,354 82,449 65,759 365,401 143,284 38,604 158,666 8,577 61,700 30,697 80,355 2,773
2002 1,082,870 30,983 84,431 65,824 371,665 145,930 39,057 159,035 8,581 62,199 31,029 81,332 2,803
2003 1,083,553 31,050 84,745 65,120 372,563 147,264 38,660 158,253 8,506 62,459 31,090 81,059 2,782
2004 1,115,992 31,821 87,733 66,450 383,011 153,807 39,686 161,454 8,721 64,768 31,975 83,757 2,809
2005 1,130,992 32,114 88,916 66,473 388,159 158,215 40,012 162,300 8,780 66,142 32,321 84,781 2,779
2006 1,159,399 32,729 91,480 67,412 397,919 165,076 40,473 163,582 9,182 68,561 33,347 86,795 2,842
2007 1,191,878 33,398 93,782 68,463 409,927 170,358 41,029 168,352 9,791 70,100 34,291 89,535 2,853
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付表3：地域別公的資本ストックの推計（単位10億円、2000年基準実質）
年度 全国 北海道 東北 関東甲信 首都圏 北陸 東海 関西 山陰 山陽 四国 九州 沖縄
1965 64,921 4,450 6,948 4,380 15,079 2,043 7,228 11,729 979 3,111 2,357 6,467 149
1966 71,697 4,918 7,659 4,825 16,617 2,260 8,114 13,003 1,087 3,405 2,583 7,085 141
1967 79,350 5,447 8,514 5,335 18,362 2,498 9,148 14,364 1,195 3,731 2,817 7,804 134
1968 87,927 6,020 9,482 5,876 20,315 2,737 10,158 16,032 1,300 4,115 3,117 8,647 127
1969 97,940 6,692 10,574 6,542 22,658 3,029 11,164 18,040 1,422 4,578 3,478 9,641 122
1970 109,816 7,568 11,798 7,426 25,521 3,385 12,443 20,062 1,580 5,138 3,952 10,826 116
1971 124,974 8,696 13,276 8,453 29,261 3,840 13,980 22,677 1,794 5,930 4,551 12,403 112
1972 142,547 9,811 15,123 9,706 33,349 4,456 15,830 25,554 2,081 6,908 5,250 14,274 205
1973 159,410 10,946 16,917 10,937 37,234 5,014 17,579 28,378 2,329 7,770 5,860 16,012 435
1974 176,754 12,018 18,678 12,213 41,081 5,538 19,396 31,453 2,600 8,741 6,507 17,833 695
1975 195,126 13,326 20,855 13,806 44,987 6,093 21,155 34,460 2,868 9,713 7,208 19,757 898
1976 214,111 14,709 23,276 15,416 49,026 6,678 22,958 37,308 3,168 10,701 8,000 21,764 1,107
1977 236,689 16,313 26,187 17,307 53,672 7,406 25,112 40,608 3,551 11,908 8,933 24,320 1,371
1978 262,840 18,248 29,700 19,550 58,802 8,213 27,594 44,356 4,010 13,313 10,000 27,347 1,707
1979 288,522 20,211 33,270 21,799 63,783 8,998 29,943 47,953 4,466 14,689 11,015 30,351 2,045
1980 313,518 22,097 36,620 23,914 68,837 9,727 32,231 51,434 4,917 16,079 12,001 33,301 2,359
1981 338,643 24,036 39,905 25,988 74,018 10,522 34,533 54,898 5,374 17,482 12,987 36,201 2,699
1982 362,865 25,915 42,931 27,999 79,097 11,272 36,811 58,278 5,777 18,826 13,936 38,999 3,023
1983 386,745 27,712 45,818 30,025 84,163 12,011 39,033 61,678 6,195 20,096 14,928 41,722 3,365
1984 410,248 29,429 48,648 31,971 89,283 12,727 41,202 64,961 6,700 21,308 15,971 44,337 3,712
1985 406,084 29,208 48,163 31,721 88,125 12,587 40,654 63,972 6,676 21,207 15,977 43,961 3,832
1986 429,278 30,924 50,988 33,581 93,022 13,270 42,832 67,302 7,066 22,544 17,015 46,558 4,175
1987 438,577 31,594 52,078 34,316 95,213 13,538 43,662 68,339 7,244 23,131 17,469 47,621 4,372
1988 463,492 33,315 54,901 36,218 101,405 14,274 46,053 71,857 7,675 24,414 18,429 50,260 4,691
1989 489,257 34,985 57,762 38,256 107,707 15,027 48,579 75,654 8,113 25,756 19,429 52,973 5,017
1990 516,393 36,657 60,728 40,383 114,721 15,815 51,260 79,613 8,546 27,119 20,507 55,716 5,328
1991 545,210 38,343 63,812 42,632 122,251 16,657 54,033 84,028 9,012 28,603 21,630 58,564 5,645
1992 579,262 40,393 67,473 45,349 130,833 17,643 57,381 89,366 9,545 30,418 22,889 61,946 6,026
1993 617,222 42,722 71,677 48,372 139,820 18,766 61,155 95,524 10,151 32,399 24,323 65,866 6,447
1994 653,386 44,909 75,931 51,324 148,056 19,901 64,809 100,962 10,806 34,218 25,769 69,835 6,866
1995 691,917 47,396 80,401 54,572 156,093 21,113 68,643 107,445 11,462 36,114 27,338 74,004 7,336
1996 728,805 49,695 84,875 57,711 163,356 22,313 72,331 113,817 12,117 37,924 28,911 77,958 7,798
1997 762,932 52,015 89,130 60,545 169,808 23,430 75,802 119,381 12,800 39,574 30,448 81,776 8,224
1998 797,320 54,534 93,520 63,383 175,960 24,676 79,404 124,509 13,553 41,263 32,081 85,755 8,683
1999 831,114 57,034 97,942 66,250 181,809 25,915 82,995 129,265 14,331 42,966 33,728 89,690 9,188
2000 861,741 59,235101,804 68,802 187,140 27,013 86,377 133,628 15,043 44,535 35,162 93,388 9,615
2001 890,490 61,319105,406 71,209 192,198 28,059 89,623 137,641 15,737 45,908 36,442 96,903 10,045
2002 917,232 63,274108,762 73,505 196,771 29,103 92,769 141,231 16,349 47,207 37,620100,200 10,440
2003 940,888 64,886111,667 75,351 201,036 30,013 95,575 144,543 16,893 48,395 38,619103,082 10,828
2004 960,833 66,295114,106 76,881 204,662 30,771 97,784 147,255 17,369 49,412 39,485105,638 11,176
2005 979,256 67,609116,532 78,266 207,933 31,496 99,713 149,778 17,808 50,347 40,306107,954 11,514
2006 995,446 68,751118,689 79,482 210,910 32,104101,515 151,866 18,188 51,135 40,934110,058 11,814
付表4：パネル・データ（自然対数）による東日本地域の短期生産関数とシフトの推計
分析期間
（a0）
定数項
（a1）
L
（a2）
Kf
（a3）
Kg
定数項ダミー
R2
a1＋a2＋a3
収穫逓減東海 2000 2005
199496 4.7033 0.3907 0.5048 －0.131 0.6072 0.9999 0.76435
38.129 10.734 18.034 －11.13 21.085
199901 4.9992 0.3765 0.5281 －0.159 0.6548 0.9997 0.74569
19.504 3.4601 5.7252 －7.076 6.8458
200406 5.7936 0.5073 0.5432 －0.325 0.7035 0.9989 0.72524
3.1966 0.8582 0.9421 －1.882 1.1601
199406 4.7246 0.8805 0.133 －0.185 0.248 0.071 0.166 0.9971 0.82817
10.633 7.2863 1.2912 －4.715 2.3119 3.4421 5.3747
（各推計式2行の下段はt値）
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付表5：時系列データ（自然対数）による東日本地域の長期生産関数（1975年度－2006年度）
地域別
（a0）
定数項
（a1）
L
（a2）
Kf
（a3）
Kg－4
Y－4 R2 a1＋a2＋a3
東 北 11.849 0.0433 1.2453 －0.444 －0.540 0.9896 0.5487
2.5981 0.176 5.9269 －4.452 －2.540
関東甲信 －7.413 1.1463 0.9198 0.0174 －0.553 0.9925 1.3412
－1.695 3.3979 4.4377 0.3245 －2.759
北 陸 1.3233 0.5049 0.6845 －0.134 －0.169 0.9977 0.903
0.6174 3.1589 15.052 －4.66 －3.075
（各推計式2行の下段はt値）
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Abstract
Agglomerativeeconomiesandtransportationcostshavemostexplanatorypowerforeco-
nomicconcentrationofregionaleconomies.Ogawa（2008）,inthenumericalcomputationof
urbaneconomictheory,describedthestraw-effectinregionaleconomiesbytheprovisionoflocal
publicgoodswithagglomerativeexternalitiesandtransportationcosts.Thispaperanalysesan
agglomerationmechanismbuiltinregionaleconomiesbydevelopingcapitalstockdataandesti-
matingSanyo-Shikokuregionalproductionfunctions.Theempiricaleconometricresultsindicate
that（1）wel-definedregionalproductionfunctionsareestimated,（2）theproductionfunctions
shiftupwardbutwithdiminishingreturnstoscaleastheeffectofprovidingsocialoverheadcapi-
tal,and（3）plottingactualproductiondataontheshiftingfrontierleadstothelong-termproduc-
tionfunctionwithincreasingreturnstoscale.Theseestimationsrevealagglomerativeeconomies,
andagglomerationdisparitiesleadthestraw-effectwhichplaysanimportantfunctionofeco-
nomicconcentrationinregionaleconomies.
Keywords:Regionalproductionfunction,Socialoverheadcapital,Localpublicgoods,
Agglomerativeeconomies,Straw-effect
